
第76期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

株式会社三陽商会

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット
上の当社ホームページ（https://www.sanyo-shokai.co.jp/）に掲載す
ることにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び連結子会社の名称

　子会社７社のうち、次の５社を連結子会社としております。
サンヨーアパレル㈱　サンヨーショウカイニューヨーク,INC.　上海三陽時装商貿有限公司
ルビー・グループ㈱　ＲＵＢＹ ＧＲＯＵＰＥ ＫＯＲＥＡ ＩＮＣ．
　当連結会計年度にルビー・グループ㈱の株式を80％取得したことにより、連結の範囲に含めておりま
す。
　また、ＲＵＢＹ ＧＲＯＵＰＥ ＫＯＲＥＡ ＩＮＣ．は、新規設立に伴い当連結会計年度より連結の範
囲に含めております。

⑵　非連結子会社の名称等
　非連結子会社は、㈱サンヨーソーイング、㈱サンヨー・インダストリーの２社であります。

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社は次の２社であります。

㈱サンヨーソーイング　㈱サンヨー・インダストリー
　　　　　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書
　　　　　類を使用しております。

⑵　当連結会計年度において、持分法適用非連結子会社でありました㈱サンヨーエクセルについて、当社の
　　保有する全株式を売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。
⑶　当連結会計年度において、持分法適用関連会社でありました㈱ＡＷＡについて、当社の保有する全株式
　　を売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）
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時価のないもの……………移動平均法による原価法
ロ　デリバティブ…………………時価法
ハ　たな卸資産

　商品及び製品、仕掛品並びに貯蔵品は先入先出法による原価法により、原材料は最終仕入原価法によ
る原価法によっております。
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。これに
よる評価損は売上原価に含めて処理しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　また、海外連結子会社は定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物　　６～50年
ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、当社及び国内連結子会社における耐用年数については、法人税法に
規定する方法と同一の基準によっております。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
ハ　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑶　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ロ　賞与引当金

　従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。
ハ　返品調整引当金

　連結会計年度末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将
来の返品による損失予想額を計上しております。

⑷　重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
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　なお、海外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップに
ついては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段……………………為替予約取引及び金利スワップ取引
　ヘッジ対象……………………外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利
ハ　ヘッジ方針

　内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしておりま
す。
ニ　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性の判断を行っており
ます。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産または負債に関する重要な条件が同一である場合は、ヘ
ッジの有効性評価を省略しております。

⑹　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退
職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　なお、一部の連結子会社等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
ロ　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
５．のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、12年間の均等償却を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 5,132百万円
２．「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額である
繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の
部に計上しております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法
（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた
めに国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行っ
て算出しております。

再評価を行った年月日 2001年12月31日
３.　借入金等に対する担保資産

　下記資産について、コミットメントライン契約の根抵当権（極度額10,000百万円）の担保に供しており
ます。
　なお、コミットメントラインに対応する借入金残高はありません。

建物 1,594百万円
構築物 32
土地 4,744
計 6,371
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４．財務制限条項
⑴　当社は取引銀行とコミットメントライン契約を結んでおります。この契約には、以下の財務制限条項が

付されており、前連結会計年度において②に抵触したため、当該契約に従い当社保有不動産の一部（当連
結会計年度末における帳簿価額6,371百万円）を担保に供しております。なお、①については引き続き財
務制限条項が付されており、これに抵触した場合には担保条件の見直しを行う可能性があります。
①　各決算期末の単体及び連結の貸借対照表において、純資産が直前の決算期末または2013年度決算期末

の純資産のいずれか大きい方の50％以上を維持すること。
②　各決算期の単体及び連結の損益計算書において、2期連続で経常損失を計上しないこと。
契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

資金調達枠 10,000百万円
借入実行残高 －
差引額 10,000

⑵　当社は取引銀行４行とシンジケートローン契約を結んでおります。この契約には、以下の財務制限条項
が付されており、当連結会計年度において②に抵触したため、当該契約書に従い当社保有投資有価証券の
一部（当連結会計年度末における帳簿価額8,639百万円）を担保に供する予定であります。なお、本契約
は取引銀行４行それぞれで借入開始時期が異なるため、当連結会計年度末では３行のみの借入実行となっ
ております。
①　各決算期末の単体及び連結の貸借対照表において、純資産が直前の決算期末または2016年度決算期末

の純資産のいずれか大きい方の75％以上を維持すること。
②　2018年度決算期の単体及び連結の損益計算書において、営業損失を計上しないこと。
契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

借入契約額 9,000百万円
借入実行残高 8,000
差引額 1,000

５.　退職給付信託の設定
　当社は、退職給付財政の更なる健全化を目的として、退職給付信託を設定し、現金及び預金21億円を拠
出いたしました。これにより、退職給付に係る負債が同額減少しております。

－ 5 －

連結注記表



（連結損益計算書に関する注記）
１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 △375百万円
２．固定資産売却益
　　三陽商会青山ビル及び保養所の土地及び建物等の売却によるものであります。
３．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を認識しました。

場所 用途 種類 金額(百万円)

　東京都他 　店舗、事務所他
　建物
　敷金及び保証金
　その他

60
29
16

　当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルーピン
グを行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグルーピング
を行っております。
　営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗並びに閉鎖の意思決定をした店舗
及び事務所に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(107百万円)として特別損失に計
上しました。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額等
合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、
割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

４．事業構造改善費用
　事業構造改善費用は、主に希望退職者の募集に伴う特別退職金等であります。
事業構造改善費用の内訳は以下のとおりであります。

　サンヨーショウカイニューヨーク,INC.の清算に係る費用 160百万円
　希望退職者の募集に伴う特別退職金等 2,858
　大量退職に伴う退職給付制度一部終了益 △406
　その他 ８
　計 2,620
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
　　　普　通　株　式 12,622,934株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　2018年３月29日開催の定時株主総会において次のとおり決議しております。

配当金の総額 502百万円
１株当たり配当額 40円
基準日 2017年12月31日
効力発生日 2018年３月30日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　2019年３月28日開催の定時株主総会において次のとおり提案する予定であります。

配当金の総額 502百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 40円
基準日 2018年12月31日
効力発生日 2019年３月29日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借
入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行
いません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業
務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建
てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金で
あり、償還日は最長で決算日後１年３ヶ月であります。
　デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、リスクヘッジ以外のデリバ
ティブ取引は行わない方針であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、
ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記「４.会計方針に関する事項　⑸重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは与信管理規程に従い、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引の契約先は、格付の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと認識して
おります。
ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは外貨建ての営業債権及び営業債務について原則として為替予約を利用してヘッジしてお
ります。また、当社は借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を利用し
ております。
ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務本部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、
手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
（（注）２.　参照）

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

　⑴　現金及び預金 18,077 18,077 －

　⑵　受取手形及び売掛金 6,560 6,560 －

　⑶　投資有価証券

　　　　その他有価証券 13,279 13,279 －

　資産計 37,918 37,918 －

　⑴　支払手形及び買掛金 8,596 8,596 －

　⑵　社債（＊1） 84 80 △3

　⑶　長期借入金（＊2） 9,027 9,018 △9

　負債計 17,707 17,694 △12

　デリバティブ取引（＊3） （4） （4） －
　　（＊1）社債には１年内償還予定の社債32百万円を含めております。
　　（＊2）長期借入金には１年内返済予定の長期借入金1,027百万円を含めております。
　　（＊3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、( )で表示しております。
　　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　　　　　 資産
　　　　　　　⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　　　　　　　⑶　投資有価証券
　これらの時価については、取引所の価格によっております。

　　　　　　 負債
　　　　　　　⑴　支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
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　　　　　　　⑵　社債、⑶　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　 デリバティブ取引
　為替予約取引によるものであり、時価の算定は取引金融機関から提示された価額に基づいておりま
す。なお金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　　　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

　非上場株式 263
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 3,606円55銭
２．１株当たり当期純損失 65円21銭
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（企業結合等関係）
　取得による企業結合

⑴　企業結合の概要
①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：ルビー・グループ株式会社
事業の内容　　：ラグジュアリーブランドのＥコマース戦略立案・サイト構築運営、コンサルティング

②　企業結合を行った主な理由
当社グループのＥコマース売上の拡大及び関連する様々な事業とのシナジー効果が期待できると判断し、
株式を取得することといたしました。

③　企業結合日
2018年４月27日（みなし取得日　2018年４月30日）

④　企業結合の法的形式
株式取得

⑤　結合後企業の名称
ルビー・グループ株式会社

⑥　取得した議決権比率
80％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

⑧　株式取得の相手先
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（他 個人株主等）

⑵　連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2018年５月１日から2018年12月31日まで

⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
株式譲渡契約の定めにより、当社は秘密保持義務を負っていることから非開示とさせていただきます。

⑷　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　95百万円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額
1,843百万円

②　発生原因
当社グループのＥコマース売上の拡大及び関連する様々な事業とのシナジー効果として期待される超過
収益力であります。

③　償却方法及び償却期間
12年間にわたる均等償却
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⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
　流動資産 875百万円
　固定資産 48
　資産合計 924
　流動負債 286
　固定負債 192
　負債合計 479

⑺　企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響額及び算定方法
　売上高 437百万円
　営業利益 69
　経常利益 68
　税金等調整前当期純利益 68

（概算額の算定方法）
　企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した売上高及び損益情報と取得企業の連結損益計
算書における売上高及び損益情報の差額を影響の概算額としております。なお、企業結合時に認識されたの
れんが当期首に発生したものとし、償却額を算定しております。
　上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に企業結合が
当連結会計年度の開始の日時点で行われた場合の経営成績を示すものではありません。
　当該注記は監査証明を受けておりません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ…………………………………時価法
⑶　たな卸資産

　商品及び製品、仕掛品並びに貯蔵品は先入先出法による原価法により、原材料は最終仕入原価法による
原価法によっております。
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。これによ
る評価損は売上原価に含めて処理しております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　　　　　　６～50年
　工具、器具及び備品　３～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただしソフトウ
エア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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⑵　賞与引当金
　従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。

⑶　返品調整引当金
　事業年度末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将来の返
品による損失予想額を計上しております。

⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年
度末において発生していると認められる額を計上しております。
　また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌事業年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方
法と異なっております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

５．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている
場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用してお
ります。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……………………………………為替予約取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象……………………………………外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利

⑶　ヘッジ方針
　内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

⑷　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性の判断を行っておりま
す。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産または負債に関する重要な条件が同一である場合は、ヘッジ
の有効性評価を省略しております。

６．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 4,918百万円
２．「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額である
繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の
部に計上しております。

　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法
（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた
めに国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行っ
て算出しております。

再評価を行った年月日 2001年12月31日
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

　短期金銭債権 431百万円
　長期金銭債権 1,368百万円
　短期金銭債務 41百万円

４.　借入金等に対する担保資産
　下記資産について、コミットメントライン契約の根抵当権（極度額10,000百万円）の担保に供しており
ます。
　なお、コミットメントラインに対応する借入金残高はありません。

建物 1,594百万円
構築物 32
土地 4,744
計 6,371
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５．財務制限条項
⑴　当社は取引銀行とコミットメントライン契約を結んでおります。この契約には、以下の財務制限条項が

付されており、前事業年度において②に抵触したため、当該契約に従い当社保有不動産の一部（当事業年
度末における帳簿価額6,371百万円）を担保に供しております。なお、①については引き続き財務制限条
項が付されており、これに抵触した場合には担保条件の見直しを行う可能性があります。
①　各決算期末の単体及び連結の貸借対照表において、純資産が直前の決算期末または2013年度決算期末

の純資産のいずれか大きい方の50％以上を維持すること。
②　各決算期の単体及び連結の損益計算書において、2期連続で経常損失を計上しないこと。
契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

資金調達枠 10,000百万円
借入実行残高 －
差引額 10,000

⑵　当社は取引銀行４行とシンジケートローン契約を結んでおります。この契約には、以下の財務制限条項
が付されており、当事業年度において②に抵触したため、当該契約書に従い当社保有投資有価証券の一部
（当事業年度末における帳簿価額8,639百万円）を担保に供する予定であります。なお、本契約は取引銀
行４行それぞれで借入開始時期が異なるため、当事業年度末では３行のみの借入実行となっております。
①　各決算期末の単体及び連結の貸借対照表において、純資産が直前の決算期末または2016年度決算期末

の純資産のいずれか大きい方の75％以上を維持すること。
②　2018年度決算期の単体及び連結の損益計算書において、営業損失を計上しないこと。
契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

借入契約額 9,000百万円
借入実行残高 8,000
差引額 1,000

６．退職給付信託の設定
　当社は、退職給付財政の更なる健全化を目的として、退職給付信託を設定し、現金及び預金21億円を拠出
いたしました。これにより、退職給付引当金が同額減少しております。
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

　売上高 829百万円
　仕入高 39百万円
　営業取引以外の取引高 13百万円

２．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額
売上原価 △371百万円

３．固定資産売却益
　　三陽商会青山ビル及び保養所の土地及び建物等の売却によるものであります。
４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を認識しました。

場所 用途 種類 金額(百万円)

　東京都他 　店舗、事務所他
　建物
　敷金及び保証金
　その他

45
29
14

　当社は、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルーピングを行っ
ており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグルーピングを行って
おります。
　営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗並びに閉鎖の意思決定をした店舗
及び事務所に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(89百万円)として特別損失に計上
しました。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額等
合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、
割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

５．事業構造改善費用
　事業構造改善費用は、主に希望退職者の募集に伴う特別退職金等であります。
事業構造改善費用の内訳は以下のとおりであります。

　サンヨーショウカイニューヨーク,INC.に対する貸倒引当金繰入額 215百万円
　希望退職者の募集に伴う特別退職金等 2,858
　大量退職に伴う退職給付制度一部終了益 △406
　その他 ８
　計 2,676
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

　普　通　株　式 56,373株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産

　貸倒引当金繰入超過額 324百万円
　賞与引当金繰入超過額 87百万円
　退職給付引当金繰入超過額 790百万円
　返品調整引当金繰入超過額 21百万円
　たな卸資産評価損否認額 180百万円
　減価償却超過額 25百万円
　減損損失否認額 213百万円
　繰延資産償却超過額 484百万円
　投資有価証券評価損否認額 178百万円
　関係会社株式評価損否認額 828百万円
　ゴルフ会員権評価損否認額 238百万円
　繰越欠損金 4,056百万円
　その他 332百万円

　繰延税金資産小計 7,763百万円
　評価性引当額 △7,763百万円

　繰延税金資産合計 －百万円
　繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金
　資産除去債務

1,918百万円
2百万円

　繰延税金負債合計 △1,920百万円
　繰延税金資産の純額 △1,920百万円

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 3,560円04銭
２．１株当たり当期純損失 50円32銭

－ 18 －

個別注記表


